
リーマンショック後の苦境を克服し、
金融機関との信頼関係を構築した経営改善計画

認定支援機関の概要

三好 豊
【機関種別】
【所 在 地】

【設　　立】
【従業員数】
【認 定 日】

中小企業・小規模事業者の概要

同機関と経営改善計画策定に取り組んだことで、金融機関との交渉を一任できました。当社は資金繰りから解放さ
れて本来のものづくりのための業務に集中することができました。ものづくりにおける技術力の高さを確実に後継
者に継承していくため、これからも堅実な経営を続けていきます。

支援を受けた
中小企業・

小規模事業者の声

支援に至った経緯 経営状況の把握・課題設定 解決策の提案・実施 今後の取組・フォローアップ

愛媛県松山市河原町
140番地

税理士

平成7年9月
5名
平成24年11月5日

安定経営と企業存続
のため支援を継続

経営改善計画作成
支援事業の取組が奏功

資金繰りに奔走する
ばかりの厳しい日々

リーマンショックで
受注激減、売上半減

当機関の相談者への支援は平成15年に始まった。同社は機械設計・組立において高い技術を誇り、経営状態は好調であったが、平成
20年のリーマンショックの影響で受注が激減、売上が半減した。受注から納品、売掛金回収までの期間が6～8ヶ月と長いため、売上
ゼロを融資で補う苦しい資金繰りが続いていた。金融機関による貸し渋りが目立ち始めるなか、平成24年に当機関は認定支援機関と
なり、同26年に始まった経営改善計画作成支援事業の一環として同社への伴走支援がスタートした。

ものづくりの優良企業がリーマンショックの煽りで苦境に

受注から売掛金回収までが長期間となり、その間に、部材調達費などの支払いが先行するなど、資金繰りに奔走する毎日で経営は安
定しなかった。主要取引先には製造の進捗に応じた請求を容認してもらい、金融機関には借入金を取り立てるだけでなく支援者として
の視点で企業を見てもらう必要があった。平成26年10月、経営改善計画作成支援事業に採択。同社と共に5ヶ年経営改善計画を策定
し、金融機関と主要取引先に経営内容を詳らかにしたうえで理解と協力を求めた。

運転資金の確保に奔走、主要取引先と金融機関に状況理解を求める

経営改善計画作成支援事業が周知されないうちはなかなか理解を得られなかったが、根気よく交渉に臨んだことで結果を得た。主要取
引先には従来の完成品納品時でなく、設計終了段階で設計料、部材調達完了の時点で部材費を、という形での請求・支払に理解と協力を
得ることができた。平成30年は売上も前年より159％も伸びるなど改善が明らかになり、金融機関においても、平成30年決算をもって
「経営者保証に関するガイドライン」（金融機関団体共通自主的自律的な準則）を満たす企業と認定され、経営者保証を解除された。

取引先から段階的な支払いに理解を得て経常利益率が向上

現在の経営状況は安定している。金融機関には月次試算表や決算報告書を随時閲覧できる財務モニタリングシステムを提供して、情
報を共有。また相談者は常々親族外の事業承継を考えているが、経営者保証を解除できたおかげで事業承継に関しては自由度が高
まった。今後も安定した経営を続け、技術力の高いものづくり企業として存続するよう支援していく。

金融機関の協力も維持し、安定した経営と企業存続のため支援を継続
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株式会社テリフィック
【業種区分】
【所 在 地】

【設　　立】
【従業員数】
【資 本 金】

愛媛県東温市南野田字天神
705-3

製造業

平成11年6月
9名
1,000万円

愛媛県 製造業経営改善

バックオフィスの業務効率化と
持分なし医療法人への移行を支援

認定支援機関の概要

白川 浩平
【機関種別】
【所 在 地】

【設　　立】
【従業員数】
【認 定 日】

中小企業・小規模事業者の概要

DX化による今後の人手不足への不安解消、長年の懸案だった持分なし医療法人への移行など、将来に向けた法人
経営を安心して進められるようになりました。ただこれらの具体的な事柄もさることながら、最もありがたかったの
は、お互いに話し合い、成長しながら次のステージへ進む、よきパートナーに巡り合えたことです。

支援を受けた
中小企業・

小規模事業者の声

支援に至った経緯 経営状況の把握・課題設定 解決策の提案・実施 今後の取組・フォローアップ

高知県高知市堺町
2-26

税理士

平成13年6月
8名
平成27年5月26日

医療法人翔和会田岡歯科・矯正歯科クリニック
【業種区分】
【所 在 地】

【設　　立】
【従業員数】
【資 本 金】

高知県高知市鴨部
1-10-33

医療,福祉

平成2年8月
24名
ー

労働環境の改善、人材
マネジメントをサポート

バックオフィスDXと持分
なし医療法人への移行

手作業中心の会計・
属人的な労務作業

セミナーで
経営理念に共感

当機関は「共に学び、共に挑戦し、共に栄える」をモットーとして、中小企業経営者向けのセミナーを定期的に開催している。一方、平成
21年にクリニックの3代目理事長に就任した相談者は、一般企業とは性格が異なるため、経営全般について悩みや疑問点を相談する
適切な相手がおらず困っていた。平成27年に地元で開催された医業経営者向けセミナーに参加した相談者が、当機関の経営理念に
共感。同年より、当機関による継続的な伴走支援のもとで経営改善へ取り組むこととなった。

支援者が開催する医業経営者向けセミナーを受講

支援開始当初、法人の業績自体は順調に推移していたものの、会計・人事労務事務は手作業が中心であり、非効率かつ属人的な作業
になっていた。まず、将来に担当者が変更した場合にも対応できるよう、効率的な内部管理体制を構築する必要があるとの認識を同
社と共有した。加えて同社は、現状の「持分あり医療法人」から、厚生労働省が推進する「持分なし医療法人」への移行を希望していた
ため、スムーズかつ効果的なタイミングで移行できるよう準備を進めることとした。

非効率なバックオフィス業務、懸案の「持分なし医療法人への移行」

業務効率化に関しては、IT導入補助金を活用し、クラウド会計ソフトを導入。導入支援はもちろん、その後も定期的に訪問しサポートを行っ
ている。会計ソフトによる自動化が進んだ結果、バックオフィスの業務に割く時間が従来の4分の1程度まで短縮できた。また、持分なし医
療法人への移行に関しては、現状の持分あり医療法人のままだと自由診療の範囲が制限されるなどさまざまな不利益が生じるため、早期
の着手が必要となっていたが、財務状況を見据えつつ、ベストなタイミングを提案することで、大きな税務負担なく移行手続を完了できた。

クラウド会計ソフトの導入による業務効率化、持分なし医療法人への移行提案

DXによる業務の効率化を図ることで、従来は業者に委託していたSNSによる情報発信等も従業員が行うようになり、従業員全体の
時間をより有効に活用できるようになった。現在、市内には100を超える歯科があり、その中で患者や従業員に選ばれるようになるた
めには、採用力アップと人材マネジメントが不可欠となる。当機関としては、労働環境の改善や業務効率化をさらに推し進め、自然と人
が集まる仕組づくりを継続的にサポートしていく。

採用力アップと人材マネジメント力の向上に向けた伴走支援を実施
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高知県 医療,福祉経営改善
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